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策定検討委員は、有識者、地方公共団体職員等で構成され、オブザーバーとして民間事業者（業界団体）等が参加 1

ガイドライン
策定にあたって

これから導入検討を開始する地方公共団体の実務担当者に分かりやすく、必要不可欠な情報等が盛り込まれていることを最優先に考えて策定
実現の難易度が高い一方で期待される効果・メリットがより大きい工夫をしようとする場合に、参考になる情報等を実施編で記載
地方公共団体が、本ガイドラインの内容を参考にしつつ、関係者間で議論し、地域の実情に即してカスタマイズすることを期待
今後、導入検討が進み、先行事例が増えていく中で、追加で盛り込むべき内容があれば、柔軟に見直し

「水の官民連携」
のコンセプト

「水の官民連携」は職員不足、施設老朽化、料金・使用料収入減少等、上下水道事業・経営の課題解決、持続性向上の一つの有効な手段
社会全体で人手不足が進む中、従来、細分化され短期で委託されていた業務を、まとめて長期で委託する「水の官民連携」により、官民双方の
事務負担軽減、より効果的・効率的な事業運営、新たな付加価値の創出が実現することで、人々の生活に欠かせない上下水道サービスが将
来にわたり、安定的に提供されることを目指す
担い手となる民間事業者等にとっても持続的に参画することができる環境の構築が必要であり、適切な利益やリスク分担のもと、官民が対等な
パートナーとして良好な関係を築き、連携して事業を実施していくことが重要

下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版への改訂について
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下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版
下水道分野にお
けるウォーター

PPP
ガイドライン

第2.0版

基礎編 実施編 資料編

コンセッション
方式GL

（R4.3版）

本文 別添資料

■本文：「水の官民連携」及びレベル3.5との関係性等を追加）

■先行事例 ■パンフレット ■上下水道一体の「水の官民連携」（レベル3.5）契約書（例）及び要求水準書（例）
■先行事例における入札・公募書類（例）：レベル3.5の先行事例における入札公募・書類例を追加

３．資料編 ※活用に際し、地域の実情等をふまえた最適化が必要

別添資料

■【基礎編】

■【実施編】（改訂の詳細は次頁）

第1章 レベル3.5の4要件

第2章 導入検討の進め方（他の地方公共団体や他の分野等との連携）

上下水道政策の基本的なあり方検討会のとりまとめ、先行事例を基に広域・他分野連携の記載を追加
第3章 導入可能性調査（FS）、マーケットサウンディング（MS）等の活用

第4章 入札・公募等

第5章 事業実施中

第6章 事業終了時

第7章 導入検討上の留意点・ポイント

下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会の提言等を基にリスク分担の記載を追加
第8章 都道府県に期待する役割

その他、先行事例を踏まえたアップデートを実施

第３．０版への
改訂にあたって

第2.0版を中心に、「上下水道政策の基本的なあり方検討会」のとりまとめ、「下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検
討委員会」の提言、「上下水道地震対策検討委員会」のとりまとめ、導入検討ないし導入の先行事例の蓄積等、最新情勢を踏まえて改訂
「下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン」 （R4.3版、コンセッション方式GL）も、必要に応じた改訂を実施
これらをまとめて「下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版」として策定
「水の官民連携」の推進には、地域の実情に精通している地元企業の参加を含め、地域関係者の理解を得て導入を進めていく必要があるが、そ
の際に、地方公共団体等から「地方議会等の理解を得るためには横文字は馴染みにくい」という意見を頂いている。その意味が伝わりやすくなるよ
う『下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン』へ変更

下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版への改訂について

1.レベル3.5

2.コンセッション方式

■はじめに （名称変更等）
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○ 下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版の主な改訂内容は下記の通り

1.1 要件①長期契約（原則10年）

1.2 要件②性能発注

1.3 要件③維持管理と更新の一体マネジメント

1.4 要件④プロフィットシェア

第1章 レベル3.5の4要件

2.1 連携の効果・メリット

2.2 連携の留意点・ポイント

2.3 段階的な広域型・分野横断型のレベル３．５効果・メリット（新規）

2.4 段階的な広域型・分野横断型のレベル３．５留意点・ポイント（新規）

2.5 導入検討の流れ（新規）

第2章 導入検討の進め方（他の地方公共団体や分野等との連携）

3.1 導入可能性調査（FS）

3.2 マーケットサウンディング（MS）

第3章 導入可能性調査（FS）、マーケットサウンディング

4.1 留意点・ポイント
4.2 レベル3.5の受託者
4.3 募集要項等の公表
4.4 競争的対話等
4.5 審査・選定

第4章 入札・公募等

目次 主な改訂内容
青字：改訂箇所

• 管路について仕様発注から開始する場合についての記載の補足

• 先行事例に関連した記載の追加

• その他記載の補足・追加

• 広域型・分野横断型により期待される共同モニタリング・業務標準
化等の具体的な効果・メリットについて記載を追加

• 広域型・分野横断型における、入札公募条件の調整やリスク分担
等の具体的な留意点・ポイントについて記載を追加

• 段階的な広域型・分野横断型における、連携方法や見通しの公表
等に関する具体的な留意点・ポイントについて記載を追加

• 随意契約を想定する場合に関する記載を補足

• 先行事例も踏まえた、事業の発案から導入に至る検討の流れにつ
いて記載を追加

• 先行事例に関連した記載を追加

• その他記載の補足・追加

• JV・SPC等の想定する受託者の体制による留意点の補足

• FS等の受託者が入札・公募に参加することの可否に関する記載を
補足

• 先行事例に関連した記載を追加

• その他記載の補足・追加

実
施
編

下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版【実施編】の主な改訂内容について
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5.1 モニタリング・履行確認

5.2 情報公開

5.3 契約解除

5.4 次期入札・公募等の準備

第5章 事業実施中

6.1 事業終了時における検証

6.2 事業終了時における引継ぎ

6.3 レベル3.5からレベル４への移行（新規）

第6章 事業終了時

7.1 中長期の事業期間を見据えた地元企業の参考の考え方

7.2 中長期の事業期間を見据えた技術継承の考え方

7.3 リスク分担

7.4 民間事業者等が持続的に参画しやすい環境づくり

第7章 導入検討上の留意点・ポイント

8.1都道府県に期待する役割

第8章 都道府県に期待する役割

目次 主な改訂内容
青字：改訂箇所

• 記載の補足・追加

• レベル3.5を実施することによるレベル４への円滑な移行等の効
果やレベル４に移行する場合の検討フロー例等の記載を追加

• 先行事例に関連した記載を追加

• その他記載の補足・追加

• 地元企業参画の重要性について、記述を拡充

• レベル3.5で管理者が果たす役割や技術継承の方法における留意
点・ポイント等の記載を追加

• 外部から可視化されていないという管路の特殊性及び、それを踏
まえた大規模な管路を含む場合のリスク分担の考え方の例等の記
載を追加

• その他記載の補足・追加

• 先行事例に関連した記載を追加

• その他記載の補足・追加

実
施
編

○ 下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版の主な改訂内容は下記の通り

下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版【実施編】の主な改訂内容について
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン
第3.0版【レベル3.5基礎編】(パワーポイント版)

令和8年4月

【抜粋版】主な改訂ポイント



基礎編「第3章」 3.7 交付金等要件化の概要

○ 汚水管の改築に係る国費支援に関して、緊急輸送道路等の下に埋設されている汚水管の耐震化を除
き、ウォーターPPP導入を決定済みであることを令和9年度以降に要件化する。

○ 交付金等の要件充足には、本ガイドライン3.1「対象施設・業務範囲の設定の考え方」（詳細は本ガイドライン3.4、3.5
参照）が前提

○ よって、入札・公募の開始（募集要項等の公表）時点で、対象施設・業務範囲の設定が、少なくとも一つの処理区のす
べての施設等ではない場合、この理由について、管理者は客観的な情報に基づいて説明できる必要がある

○ 令和9年度以降に汚水管改築の交付金等を受けるには、「ウォーターPPP導入を決定済み」であることが必要

○ 「ウォーターPPP導入を決定済み」は、レベル3.5の場合、入札・公募の開始（募集要項等の公表）を意味（入札・公募以
外の民間事業者等の選定等の場合は契約締結、入札・公募以外の民間事業者等の選定等の場合は、契約締結）

○ 「令和9年度以降に要件化」については、令和9年度以降、交付金等を充足した後に、汚水管の改築に関する要素事業
について交付申請することが可能

○ なお、予算成立後の財務大臣の実施計画承認日まで効力を遡及させる場合（いわゆる早期着工申請を行う場合）、当
該日付までに交付要件を充足している必要がある

7

図表 3－8 令和9年度以降の要件化後の交付金等交付申請手続き（イメージ）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン
第３.0版【レベル3.5実施編】(パワーポイント版)

令和８年4月

【抜粋版】主な改訂ポイント
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実施編「第2章」 2.1 連携の効果・メリット

○ 広域型・分野横断型のレベル3.5は、事業規模拡大等の効果・メリットがあると考えられ、例えば、中小
規模の地方公共団体がレベル3.5の導入検討を進める際に、有効な選択肢となる。

○ 事業開始時点から広域型・分野横断型となるよう案件形成する以外に、段階的な広域型・分野横断型
の案件形成も可能である。

9

図表 2-1 広域型レベル3.5の効果・メリット

国 住民等

A地方公共団体
（管理者）

B地方公共団体
（管理者）

・・

民間事業者等
（受託者）

効
果
・メ
リ
ッ
ト

地方公共団体（管理者）

▶ 民間事業者等（受託者）の参
画、より質の高い効果・メ
リット等を期待でき、持続性
向上、基盤強化に資する

広域型に
より拡大
する効果

民間事業者等（受託者）

広域型に
よる追加
的効果

▶ 事業規模が大きくなるため、
参画意欲が向上し、また、創
意工夫の余地が拡大等する

▶ 共同モニタリング（専門人材
確保による業務執行力向上）

▶ 業務標準化（一元的マネジメ
ント） 等

▶ 人材・資機材の共通化、規
格の統一による効率化

▶ 官民対話や入札公募の負担
軽減 等

事業規模
拡大

参画意欲・
創意工夫等拡大

持続性向上

レベル3.5

契約

図表 2-2 分野横断型レベル3.5の効果・メリット

国 住民等

A地方公共団体
（下水道管理者）

B地方公共団体
（B分野管理者）

・・

民間事業者等
（受託者）

効
果
・メ
リ
ッ
ト

地方公共団体（管理者）

分野横断
型により
拡大する

効果

民間事業者等（受託者）

分野横断
型による
追加的効

果

▶ 他分野同時施工等による効率性
向上

▶ マルチ人材による業務執行力向上
▶ 業務標準化（一元的マネジメント）

等

▶ 人材・資機材の共通化、規
格の統一による効率化

▶ 官民対話や入札公募の負
担軽減 等

事業規模
拡大

参画意欲・
創意工夫等拡大

持続性向上

レベル3.5

契約

▶ 民間事業者等（受託者）の参
画、より質の高い効果・メ
リット等を期待でき、持続性
向上、基盤強化に資する

▶ 事業規模が大きくなるため、
参画意欲が向上し、また、創
意工夫の余地が拡大等する

※なお、広域型と分野横断型は択一的なものではなく、広域型かつ分野横断型のレベル3.5を実施することも可能



実施編「第2章」 2.1 連携の効果・メリット

図表 2-3 広域型レベル3.5のモニタリング・履行確認（イメージ）
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○ 広域型のレベル3.5は、例えば、中核的な役割を果たす地方公共団体を中心に導入検討を行うことで、中小規模の地
方公共団体においても導入のノウハウを享受することを期待

○ モニタリング・履行確認を連携して実施することで、必要な人的資源や技術力の確保、効果的・効率的な配置等が可
能

効果
メリット

広域型
レベル3.5

モニタリング
履行確認
（イメージ）

A地方公
共団体

（管理者）

B地方公
共団体

（管理者）

第三者※

（任意）

民間事業者等
（受託者）

広域型
レベル3.5

モニタリング
履行確認

モニタリン
グ・履行確認

委託

※第三者による管理者モニタリングの補完及び
客観的・中立的なモニタリングどちらも含む

費用・事務
負担等の効
率化

人的資源・
技術力等の
集約的補完

▶ モニタリング・履行確認を連携して実施することで、必要な
人的資源や技術力の確保、効果的・効率的な配置等が可能
となりうる

▶ 第三者モニタリング（管理者の任意）を活用する場合、連携
して委託することで、費用や事務負担等を効率化すること
が可能となりうる

▶ 受託者においても複数の地方公共団体のモニタリングを同
時に実施するため、知識・ノウハウが蓄積されやすい

▶ モニタリングの要求水準や様式等の基準や規格等の統一が
図られやすくなり、広域的な連携の推進に資すると考えら
れる

図表 2-4 一部事務組合の設立（イメージ）

効果
メリット

一部事務組
合の設立

（イメージ）

留意点
ポイント

▶ 経営広域化後にレベル3.5を発注するため、事業や経営
が統合され、よりスケールメリットを享受しやすい

▶ 一元的な管理により、ソフト・ハードの合理化を進める余
地が拡大し、受託者もより効率的に実施可能

▶ 核となる地方公共団体は事務の負担が減る

▶ 事業や経営の統合に時間がかかる
▶ 地方公共団体間の調整や手続きに時間が必要
▶ 経営状況に課題がある地方公共団体については事業運営

の一体化が難しい

AB事務組合

民間事業者等
（受託者）

事業期間10年

A地方公共団体
（管理者）

B地方公共団体
（管理者）

レベル3.5

事業運営の一体化



実施編「第2章」 2.2 連携の留意点・ポイント

図表 2-5 広域型レベル3.5の導入検討上の留意点・ポイント

○ 他の地方公共団体や他の分野と連携する広域型・分野横断型のレベル3.5は、導入検討や入札・公募
の事務的な負担や、事業期間中のリスク等が増加する可能性があること等に留意する必要がある。

○ そのため、中心となって連携を推進する地方公共団体（管理者）の存在や、効果的な実施に向けた、必
要十分な情報開示に基づく官民対話の繰り返し、入札・公募条件設定、モニタリング・履行確認等の工
夫が重要となる。

留
意
点
・ポ
イ
ン
ト
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国 住民等

A地方公共団体
（管理者）

B地方公共団体
（管理者）

・・

民間事業者等
（受託者）

地方公共団体（管理者）

▶ 中心となって推進する地方公共団体の事務的な負担が増
加する

▶ 地方公共団体間で契約・要求水準等の入札公募条件等の
調整が必要

▶ 事業期間中の地方公共団体間のリスク分担や、レベル3.5
の4要件④プロフィットシェアの設定等の調整が必要

民間事業者等（受託者）

▶ MS等の官民対話や、入札公募の提案等の負担が増加しや
すい

▶ 契約・要求水準等の設定次第で、地方公共団体にばらつき
がある場合、創意工夫等が困難となり効果・効率を高めに
くくなる

▶ 事業期間中の管理者の連携解消リスク

負担・リスク等が
増加する可能性

地域間で差異
が発生？

レベル3.5

契約

※分野横断型も同様（地方公共団体を管理者に読み替え）

中心となり推
進するのは？



実施編「第2章」 2.2 連携の留意点・ポイント

図表 2-9 広域型・分野横断型ウォーターPPPの先行事例

○ 広域型・分野横断型レベル3.5の先行事例は図表 2-9参照
○ 比較的小規模の地方公共団体でも広域型・分野横断型レベル3.5の案件形成が進められているが、広域型・分野横断

型レベル3.5の導入検討を開始した契機は事例に相違

分野横断型

（水道、工水）

分野横断型

（水道）

分野横断型

（水道）

分野横断型

（水道、農集排）

広域型

（河内長野、大阪狭山）

愛媛県

新居浜市

京都府

城陽市

宮城県

利府町

茨城県

守谷市

大阪府

河内長野市

大阪府

大阪狭山市

地方公共
団体

約11.2万人約7.2万人約3.6万人約7.0万人約9.7万人約5.7万人人口※

（入札公募中）約38億円（税抜）約31億円（税抜）約73億円（税込）（入札公募中）事業規模

• 処理場
• 管路
• 水源施設
• 基幹管路
• 工水施設
• 工水管路

• 管路（一部）
• 浄水場
• ポンプ場
• 配水池等

• （上下水道分野の
すべての施設）

• 処理場等
• 配水場
• 農集排

• 処理場等
• 管路等

• ポンプ場
• 管路等

対象施設

• 維持管理（修繕を
含む）

• 更新計画案作成
• CM（設計、施工監

理）
• 改築（一部）等

• 維持管理（修繕を
含む）

• 更新計画案作成等

• 維持管理（修繕を
含む）

• 更新計画案作成
• CM（設計、施工監

理）等

• 維持管理（修繕を
含む）

• 更新計画案作成
• CM（設計、施工監

理）等

• 維持管理（修繕を
含む）

• 更新計画案作成
• 改築等

• 維持管理（修繕を
含む）

• 更新計画案作成
• 改築等

業務範囲

※ それぞれの地方公共団体のホームページより（R7.9末時点）

12出典）各地方公共団体ホームページ公表資料等に基づき国土交通省作成



実施編「第2章」 2.2 連携の留意点・ポイント

図表 2-7 大阪府大阪狭山市と大阪府河内長野市の広域型ウォーターPPP

○ 大阪狭山市公共下水道施設包括的維持委管理業務（レベル3.5）と河内長野市下水道施設包括的管理業務（レベル
3.5）では、連携協約に基づく受託者の共同選定（入札公募）を開始

○ 事業期間を通じた要求水準の統一、広域連携拡大の可能性、配置技術者の兼務、共同でのモニタリング・履行確認等
以下の工夫を想定

次期事業を見据えて、事業期間中にプロフィットシェア等も活用して当該2市の要求水準（サービスレベル）の
統一を目指すことを想定
事業期間中に参画を希望する地方公共団体が現れた場合、協議を実施することを想定
統括管理責任者、主任技術者、照査技術者は、兼務可能とすることを想定
年次報告会を当該2市共同で実施することを想定

スキーム

▶ 対象施設：（すべての）処理場、管路等

▶ 業務範囲：維持管理（修繕を含む）、更新計画案作成、改築等

※ 計画的業務、問題解決業務、住民対応等業務、緊急対応業務、災害等対応業務、改築等業務、運転維持管理業務等

▶ 事業期間：10年（令和8年度から令和17年度まで）

▶ 特徴：

▷ 連携協約に基づく受託者の共同選定を実施中

▷ 事業期間を通じた要求水準の統一を想定（なお、配置技術者の兼務を想定）

▷ 事業期間中のさらなる広域連携拡大の可能性を想定

▷ 事業開始後は共同でのモニタリングの実施を想定

概要 受託者の共同選定

大阪府大阪狭山市

民間事業者等

連携協約
大阪府河内長野市

レベル3.5レベル3.5

13出典）大阪府大阪狭山市・河内長野市資料等に基づき国土交通省作成



実施編「第2章」 2.4 段階的な広域型・分野横断型レベル3.5留意点・ポイント

○ 段階的な広域型・分野横断型のレベル3.5では、同一の民間事業者等が、段階的に他の地方公共団体や他の分野の
レベル3.5を受託

○ このため、例えば先行して実施しているレベル3.5に対し、契約変更や入札・公募によらない随意契約等により、対象
施設・業務範囲に他の地方公共団体や他の分野の施設・業務を追加することも想定

○ 同一の受託者が、段階的に他の地方公共団体や他の分野のレベル3.5を受託することについては、競
争性・公平性・透明性等の観点から説明が必要となること等に留意する必要がある。

14

図表 2-12 段階的な広域型レベル3.5の導入検討上の留意点・ポイント

留意点
ポイント

A地方公共団体
段階的な広域型

レベル3.5
（イメージ）

連携見通し公表

B地方公共団体

民間事業者等
（受託者）

ウォーターPPP

事業期間10年

※段階的に同一の受託者にウォーターPPPを委託

※ 遅くともBの入札公募開始までにAとの連携見通し公表
が必要

※ AB相互のホームページ等での情報開示が必要

▶ 段階的な広域型ウォーターPPPの成立条件を充足する必要

※成立条件充足→レベル3.5の4要件①長期契約（原則10年）の例外

▶ 受託者選定に際し、競争性、公平性、透明性の観点等から説明等が必要となるほか、SPCの場合、他地方公共団体からも受
託できるよう、その役割に留意が必要

▶ 地方公共団体の類型や事業規模によってはWTO政府調達協定に遵守が必要

▶ 競争性（民間事業者等の参画意欲・創意工夫等）の観点からは、可能な限り早期から充実した情報を信頼できる方法で公表
（開示）することがポイント

▶ 随意契約を活用する場合は、法令等に準拠すること

※ 分野横断型も同様（地方公共団体を管理者に読み替え）



実施編「第2章」 2.4 段階的な広域型・分野横断型レベル3.5の留意点・ポイント

図表 2-13 連携の見通しを公表することの留意点・ポイント

○ 成立条件のひとつである連携の見通しを公表することについては、民間事業者等の参画意欲・創意工夫等に関係す
るため、可能な限り早期から充実した情報を地方公共団体相互のホームページで公表（開示）する等、信頼できる方
法で実施することが適切

公表の目的・
趣旨

▶ 受託者となる民間事業者等に広域的な連携の見通しを提示することで、段階的ではない広域型ウォーターPPPと同程度
の参画意欲・創意工夫等を引き出せるようにすることが目的

▶ 可能な限り早期に、充実した情報が、信頼できる方法で開示されるほど、趣旨に合致

公表の留意
点・

ポイント

その他

時期 内容 方法

▶ 連携の見通しが調い次第、可能な限り早
期から公表することが望ましい

▶ 競争性、公平性、透明性の観点からは、
連携するすべてのレベル3.5が入札公募
を開始する前に見通しを公表することが
望ましい

▶ 民間事業者等の参画意欲・創意工夫等を
引き出す観点から、可能な限り充実した
（具体的な）連携の見通しの情報開示（公
表）が望ましい

【例】
• 連携のスケジュール、ロードマップ
• 対象施設、業務範囲の概要
• 受託者の選定方法 等

▶ 連携の見通しの信頼性の観点から、地方
公共団体相互のホームページ等で情報
開示（公表）される必要

▶ 住民等への情報提供の観点からも、誰も
が閲覧可能な方法が望ましい

▶ 地方公共団体間や地域の合意形成の進捗等から公表時期等を判断することも考えられる

▶ 充実した情報開示が重要だが、導入検討の進捗に応じて段階的に詳細な情報を開示し、補完することも考えうる

※ ただし、連携するレベル3.5の入札公募開始までの見通しの公表が必要

15



実施編「第2章」 2.4 段階的な広域型・分野横断型レベル3.5の留意点・ポイント

図表 2-16 最高裁判所昭和62年3月20日判決（抜粋要旨）

【随意契約の締結が可能となる場合（要件）】
○ 地方公共団体における契約は一般競争入札が原則とされており、随意契約できる場合については、地方自治法施行

令第167条の2第1項各号に規定
○ 同一の民間事業者等と、段階的に他の地方公共団体や他の分野のレベル3.5の随意契約を検討する場合、上記のい

ずれかの条件に該当するかを確認することが適切
【最高裁判所判例要旨（図表 2-16）】
○ 最高裁判所昭和62年3月20日判決では、上記第2号の「性質又は目的が競争入札に適しないもの」について、地方

公共団体の利益の観点から、当該契約の性質に照らし又はその目的を達成する上でより妥当な場合をいうとしてお
り、その判断は地方公共団体の契約担当者による合理的な裁量に基づいて判断されるものとしている趣旨

○ 同判決は一般的な随意契約の締結について判断したものではあるが、同趣旨は同一の民間事業者等と随意契約をす
る場合にも当てはまると想定

○ そして、段階的な広域型・分野横断型のレベル3.5においては、適切に連携の見通しが公表されており随意契約を行
う事業について先行する入札・公募で実質的な競争性が確保されていたかや、随意契約を行う事業の内容や規模等
が適切か等の観点から、随意契約の適切性を判断することが適切

出典）民間提案推進マニュアル（内閣府）に基づき国土交通省作成 16



実施編「第2章」 2.5 導入検討の流れ

図表 2-17 レベル3.5導入検討の流れ（一例）

○ 導入検討を開始する前の「事業の発案」段階では、広域型・分野横断型等の可能性も含め考えることが
望ましい。また、事業期間中においても、次期入札・公募に向けた情報の収集・整理等を進めることが
重要である。

事業の発案 導入検討 入札・公募準備 入札・公募 契約締結・引継ぎ
事業開始
～事業終了導

入
検
討
の
流
れ

期
間/

変
動
幅

留
意
点
・ポ
イ
ン
ト

• レベル3.5導入の庁
内・議会・首長・住民
等合意形成

• 導入可能性調査
（FS）等委託準備

～2年
程度

～1年
程度

• 広域型/分野横断型の場合、官官/官民の合意形成や検討項目が増えるため、さらに
時間を見込む必要がある

• 既存のPPP/PFI（官民連携）からレベルアップする場合、ノウハウ等を活用すること
で、期間短縮が見込める

• 必要な手続きや準備等を適切に選択

• 導入検討支援や入札公募準備の委託を想定する場合、必要な予算や準備期間の確保
等に留意

• 導入可能性調査（FS）
• デューデリジェンス

（DD）
• マーケットサウンディ

ング（MS）

• 入札・公募資料の作
成

• 【実施方針の策定】
• 【特定事業の選定】

• 募集要項等の公表
• 競争的対話等の実施
• 民間事業者の選定

• 基本協定の締結
• 契約の締結
• 引継ぎ

• モニタリング・履行確
認の実施

• 事業の振り返り
• 次期入札公募準備

～2年
程度

～0.5年
程度

事業期間
原則10年

• 入札公募以降も情報開示・官民対話の充実が重要

• 一方、提案書類等も含め、官民双方の負担軽減への配
慮が望ましい

• 十分な提案期間の確保により、参画意欲や創意工夫
等を引き出す（例えば、DX・脱炭素等）

• モニタリングは必要なも
の適切に選択

• 事業期間中の情報蓄積が
次期入札公募準備に重要

2～3年程度

～2年
程度

変動なし大 中 中 小 小

＜凡例＞ 灰色の項目：特段の必要がある場合に実施
【】の項目 ：PFI事業契約の場合に実施（これ以外の場合は管理者の任意） 17



実施編「第4章」 4.1 留意点・ポイント

18

【WTO政府調達協定】

○ 都道府県、指定都市及び中核市が、「地方公共団体の物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令」で定
められた額を超える入札・公募手続を検討する場合には、
WTO政府調達協定、日欧協定及び日英協定の適用にも
留意が必要（これらの団体が加入する一部事務組合・広
域連合は適用対象外）

○ これらの協定が適用される場合、以下の点に留意が必要

○ 一般競争入札（総合評価方式含む）となり、公募型
プロポーザルが選択できない

○ 所在地に関する必要な資格（いわゆる地域要件）を
定めることができない

○ 入札公告における一定事項は英語（またはフラン
ス語かスペイン語）で記載する必要がある

○ 協定が適用される場合においても、下水道が24時間
365日の運用が求められることから、災害時の対応を含
め適切な履行能力の確保が必要

○ 協定の適用がない地方公共団体又は案件については、市
場調査等の官民対話を通じて競争性を確保できるよう
入札・公募条件を設定する等の留意が必要

4.1.1 手続上の工夫

図表 4-2 地方公共団体の物品又は特定役務の
調達手続きの特例を定める政令

出典）総務省ホームページ



実施編「第4章」 4.1 留意点・ポイント

図表 4-3 （参考）豊橋浄水場再整備等事業での公告内容（抜粋）

19

【WTO政府調達協定の適用（愛知県）】

○ 豊橋浄水場再整備等事業（BT＋レベル4）では、豊橋浄
水場において、BT（Build-Transfer）方式による再整
備と再整備後のレベル4を計画し、令和6年12月、公告
を実施

○ 同事業は、WTO政府調達協定により、調達の対象事項、
参加表明書、資格審査書の提出期限、問い合わせ先を含
む公告の概要を英語で公表

○ また、｢地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める政令｣（平成７年政令第372号）により、
一般競争入札として実施するとともに、当該入札に関し
事業所の所在地に関する必要な資格については定めな
い形で公告

4.1.1 手続上の工夫

参考

出典）愛知県「豊橋浄水場再整備等事業 公告」（R6.12）



実施編「第4章」 4.2 レベル3.5の受託者

図表 4-17 下水道公社を活用する場合（イメージ）

○ レベル3.5の受託者として、下水道公社の活用も想定されうる。
○ 下水道公社が受託者となる場合、単独で受託者となる場合のほか、民間事業者等とともにJVを組成

する場合やSPC等の新会社を設立する場合も考えられる。

4.2.3 下水道公社の活用可能性

○ 下水道公社の事業目的との関係から問題ないか等について留意が必要となるほか、下水道公社と受託者グループを
形成しない民間事業者等との関係で入札・公募等の競争性・公平性・透明性の確保等について留意が必要

20

図表 4-16 広域型レベル3.5の受託者としての下水道公社や
官民出資会社の活用（イメージ）

効果
メリット

下水道公社や
官民出資会社

の活用

（イメージ）

A地方公共団体
（管理者）

B地方公共団体
（管理者）

・・

下水道公社 / 官民出資会社（三セク）
（受託者）

広域型レベル3,5

民間事業者
（例、地元企業）

・・民間事業者
（例、地元企業）

再委託

留意点
ポイント

▶ 地方公共団体間や地域の合意形成をしやすくなる可能性

▶ 下水道公社や官民出資会社によるセルフモニタリングのほか、
地方公共団体を補完する役割・機能を期待できる（管理者の負
担軽減）

▶ 受託者選定（競争性のない随意契約）の観点やWTO政府調達協
定適用等に留意

類型

効果・
メリッ

ト

留意
点・

ポイン
ト

下水道公社によるセルフモニタリ
ングのほか、地方公共団体を補完
する役割・機能を期待できる

受託者選定等の負担軽減の可能
性

下水道公社の技術力や、これまで
の情報・ノウハウ等が、受託者チー
ムの中で活用されることを期待で
きる

受託者の創意工夫等を引き出しや
すい

レベル3.5の4要件や、交付金等
要件化の要件の充足に留意が必
要

契約締結方法、再委託の考え方は、
基本的にそれぞれの地方公共団
体の判断

JV組成やSPC等の新会社設立は、
下水道公社の事業目的との関係
等の観点から問題ないか確認が
必要

入札・公募の競争性等確保に留意
が必要

単独で受託者となる場合
JV組成/SPC等の
新会社設立の場合

地方公共団体
（管理者）

下水道公社（受託者）

民間事業者等 民間事業者等

再委託

地方公共団体
（管理者）

民間事業者等 下水道公社

レベル3.5の委託

受託者チーム
(JVを組成、または

SPC等の新会社を設立)

レベル3.5の委託



実施編「第6章」 6.3 レベル3.5からレベル4への移行

図表 6-2 レベル4とレベル3.5の比較

○ 次期「水の官民連携」の検討においては、レベル4も選択肢として、適切なPPP/PFI（官民連携）の手
法は何かを検討する。

○ レベル4へ移行する場合、レベル3.5の実施結果や中間評価等を踏まえた円滑な移行が期待される。
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※1下水道分野の先行事例では、資本的収支（4条予算）は地方公共団体が運営権者に支払う仕組みのものが多い。
※２都道府県、指定都市及び中核市が対象
※３建設事業以外の場合は2010年12月10日時点のPFI法が適用対象となるため、維持管理、運営等を主目的とするレベル４は対象外。

レベル3.5
（更新実施型を想定）

レベル4

原則10年事業期間の設定は自由
（先行事例は20年以上が多い）

長期契約レベル3.5の4
要件

--性能発注

委託料等が原資
収益的収支（3条予算）／資本的収支（4条予算）の枠
内で事業実施

直接収受する利用料金等が原資
収益的収支（3条予算）／資本的収支（4条予算）の枠
に縛られない事業実施も可能（※１）

維持管理と更新の一体
マネジメント

事業期間中の民間提案で仕組みが発動した場合、費用
縮減分の分配も可能

創意工夫等による費用縮減は運営権者に帰属
（利用料金直接収受による独立採算）

プロフィットシェア

-必要
（公共施設等運営権に抵当権設定可能）

公共施設等運営権設定その他

-所定の利用料金は自らの収入として直接収受する利用料金直接収受

-
（公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律に基
づく職員派遣は可能）

可能
（第79条に基づく退職派遣）

PFI法に基づく職員派遣

適用あり適用あり（一部例外あり(※３)）政府調達協定(WTO協定)
（※２）

レベル3.5と比較して、より長期的に、創意工夫等の余地が
拡がることで、さらに効果やメリット等を期待できる
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図表 6-3 レベル3.5からレベル4への移行

○ レベル3.5からレベル4へ移行する場合には、図表 6-3のような観点から、円滑な移行が可能となると想定

○ レベル3.5の事業期間中にはレベル4への移行を見据え、維持管理上の気づきや施設の点検結果等の情報を整理・蓄
積しておくことが適切

○ 事業期間中に事業の導入効果を検証する中間評価を行い、整理された情報を、次期入札・公募の参考とするため活用
することも想定（「PFI事業における事後評価等マニュアル」（内閣府民間資金等活用事業推進室、R3.4）

図表 6-4 中間評価において整理する情報（例）

• 公募関連資料等から、事業の概要等を整理
• モニタリング結果を踏まえ、重要業績評価指標等の推

移を整理
事業の概要・効果

• 特定事業選定時または事業者選定時等のVFMを整理
• 管理者等に帰属する事業期間にわたる最終的な歳入・

歳出を整理
• モニタリング結果を踏まえ、事業者の収入、支出の推

移を整理（特に支出については、可能な範囲で各項目
の内訳等についても整理）

事業の収支・費用等の内訳整理

• モニタリング結果を踏まえ、これまでに実施した修繕
等の実施状況（時期・価格・設備の品番等）を整理

• 施設の劣化状況等を確認し、期間満了時までに補修す
べき箇所を整理

修繕履歴の整理、
施設・設備の劣化状況把握

• 次期事業手法の検討にあたって、大規模改修が必要と
なる時期や内容の整理

次期の大規模修繕の把握

• 定期モニタリングを通じて、物品の管理状況を整理物品台帳整理

＜凡例＞ 灰色の項目：レベル3.5において特に整理を行うことが想定される情報

（出典）PFI事業における事後評価等マニュアル（内閣府民間資金等活用事業推進室）に基づき国土交通省作成

より長期の民間委託も選択肢となり
官民双方で投資効果が得やすく

負担が減りやすくなる

レベル4への円滑な移行

経営・事業の持続性向上の選択肢として
活用しやすいものになる

運営権設定し民の自由度を高めた場合で
あっても適切な実施が可能

レベル3.5の実施による変化

「水の官民連携」等PPP/PFI（官民連携）への
住民等の安心感、期待感の醸成

長期契約（原則10年）への官の経験蓄積、
民の受託体制構築の促進等

性能発注やモニタリング・履行確認等に対す
る官民双方の理解促進

維持管理と更新の一体マネジメントによる
対象施設等についての情報充実

より充実した情報開示に基づく
官民対話の繰り返しが可能となり

役割・責任分担が明確化
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図表 6-5 次期「水の官民連携」の検討フロー例（レベル4.0への移行）

○ レベル4への移行においては、実施方針条例の制定（議会議決）に向けた議会等への説明・合意形成、公募実施段階に
おける応募者による施設状況の確認等のデューデリジェンスの実施、引継ぎのための技術指導等に一定の期間を要
することに留意してスケジュールを想定することが必要

実施事項

3年前

２年前

4年前

事業終了日
までの期間

事業終了・次期事業の開始

1期目
（レベル
3.5）

2期目
（レベル4）

１年前

②次期事業者への引継ぎ

委託期間

事後評価等に向けた情報整理
事後評価の実施

1期目の事後評価

次期事業者の決定

公募準備・公募の実施

レベル4への移行決定

次
期
事
業
手
法
の
検
討

導入可能性調査 公募に向けた施設状態の確認

①施設状態の確認

引継ぎに向けた施設状態の確認

180日前

９０日前

引継ぎ事項
の整理

次期事業者へ
の技術指導

管理者への
技術指導

引継ぎ事項の
最終化

1期目の中間評価等として実施

1期目の点検・調査等を通じて、
情報を収集整理し円滑に実施

事業スキーム検討



入札条件とする場合、
提案者数の減少や
競争性・公平性に留
意が必要である
加点要素とする場合、
地元企業の関与の
方法等が受託者の
提案に委ねられる点
に留意が必要である
レベル3.5受託者と
なれなかった場合に
備え、再委託受託者
等による地元企業の
参画機会の確保等
の工夫も考えられる

入札・公募条件の工夫 留意点・ポイント

管理者

レベル3.5
受託者

再委託受託者

契約 事業への地元企
業の参画を入札
参加条件とする

（参考事例12、先行
事例9）

地元企業の参画・
活用は任意とし加
点要素とする
（参考事例14）

地元企業

地元企業

再委託契約

実施編「第7章」 7.1 中長期の事業期間を見据えた地元企業の参画の考え方

図表 7-2 入札・公募条件の工夫（例）

○ レベル3.5における地元企業の参画では、地元企業の活用を提案評価の加点要素にする等の工夫を想定

○ また、対象施設・業務範囲の設定の工夫によって、地元企業へ別途個別に業務委託することも考えられるが、この場
合は当該業務を対象外としたことに関して、管理者は客観的な情報に基づいて説明できることが必要

○ 特定の地元企業の参画を求めるといった公募要件の設定に当たっては、競争性・公平性の確保に十分留意する必要
があり、入札・公募等参加者の競争回避的行動を誘発し、競争に影響を及ぼすおそれがないよう留意し、慎重に検討
を行うことが必要
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図表 7-3 対象業務設定の工夫（例）

レベル3.5の対象
業務を制限する
場合、客観的な情
報に基づいて説
明できる必要が
ある
MSを活用し、客
観的な情報を整
理する場合は、対
象とする民間事
業者等の設定や
意見の取りまと
めに対し、客観
性・公平性に留意
が必要である

委託受託者

地元企業

個別委
託契約

契約

レベル3.5受
託者

管理者

対象業務設定の工夫 留意点・ポイント

レベル3.5
の対象業
務を工夫
し、個別委
託とする

（参考事例
15）

※先行事例の具体的な工夫については、実施編第7章 参考事例12、14、15、先行事例9を参照



実施編「第7章」 7.2 中長期の事業期間を見据えた技術継承の考え方

図表 7-12 民間委託後も管理者に残る役割・責任

○ レベル3.5導入後においても、緊急時の対応、管理者によるモニタリング・履行確認が必要であり、職
員の技術力保持や技術継承は重要な課題となる。

○ 導入検討の中で、それぞれの地方公共団体（管理者）が継承すべき技術は何かを議論し、技術継承の方
法等も踏まえ、対象施設・業務範囲の設定等に反映する必要がある。

25

• 管理者でなければ果たせない役割・責任（一部支援は可能）
• 管理者の内部での技術継承、選択と集中等を考慮

交付金等の事務手続き

モニタリング・履行確認

更新（改築）の発注業務の委託

設計・積算

更新計画案作成

水質管理、運転操作、保守点検

ユーティリティ調達・管理

修繕計画案作成・実施

公権力行使

災害対応

計画策定（事業計画等）

利用料金直接収受

下水道法上の最終責任

コンセッション方
式

民間委託できない

基本的には民間委託になじまない

※ただし、案の作成等、協力や支援を民間委託することは可能

更新実施型

更新支援型

※CMまで含む
場合

更新支援型
包括的

民間委託

レベル4レベル3.5レベル1-3

次期発注業務
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図表 7-13 技術継承の方法と留意点・ポイント

ポイント・留意点技術継承方法

より実践的な業務把握のた
めには、モニタリング外にお
いても官民での適切な対話
が重要となる

委託業務のモニタリ
ングを通じ業務把握
を行い、ノウハウの
承継を可能とする

モニタリ
ング・履
行確認

マニュアル作成を委託する
場合は、適切な要求水準の
設定が必要
委託業務外のノウハウにつ
いても、将来を見据えた見え
る化等を検討することも重
要

受託者等にマニュア
ルを作成し、必要な
ノウハウを承継可能
とする

マニュア
ル化

必要な研修の設定において
は、適切な要求水準の設定
が必要

受託者に研修の実
施を委託し、実業務
を基にしたノウハウ
の承継を可能とする

研修

「管理者の任意」部分以外に
ついて業務範囲を限定する
場合には「客観的な情報」に
基づく必要がある

直接的に職員が業
務を実施することで
直接的な業務経験を
積むことでノウハウ
を承継可能とする

直営での
業務実施

レベル3..5においては、職
員派遣の前提として官民出
資会社の設立等のスキーム
を活用することが必要

直接的に職員が業
務を実施することで
直接的な業務経験を
積むことでノウハウ
を承継可能とする

職員派遣

基
本
的
実
施
が
必
要

必
要
に
応
じ
て
実
施
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業
務
A

業
務
B

・・
・

・・
・

業
務
C

・・
・

・・
・

・・
・

・・
・

・・
・

事業運営に必要な技術

継承すべき技術力

・・
・

・・
・

【単独処理区の場合】
直営業務を設定するた
めに、レベル3.5対象施
設・業務範囲の限定が考
えられる。
• レベル3.5の対象施

設・業務範囲を制限
する際は、客観的な
情報の整理が必要と
なる。

【複数処理区の場合】
一部の処理区を直営業
務として残すことも考え
られる。

【その他】
受託者等が研修や勉強
会等を開催することで
技術移転が可能。
官民出資会社への職員
派遣による技術継承も
考えられる。

(1)対象業務の限定によ
る技術継承（新潟県糸
魚川市）

事例

(2)対象処理区の限定に
よる技術継承（山口県
宇部市）

(3)受託者等が開催する
研修等による技術継承
（株式会社水みらい広
島）

(4)職員派遣による技術
継承（群馬東部水道企
業団）

ポイント・留意点
技術継承を検討する際の

業務イメージ

直営業務

レベル3.5対象業務

図表 7-14 レベル3.5と技術継承（イメージ）

○ 技術継承の方法としては、例えば、単独処理区の場合、一部の施設や業務をレベル3.5の対象に含めず、直営業務と
して実施する等の工夫を想定

○ 一方で、レベル3.5の対象施設・業務範囲の設定を調整する場合には、客観的な情報の整理が必要となることが多
い点に留意が必要

○ また、処理区が複数ある管理者の場合、一部の処理区を直営業務として実施し、その他の処理区をレベル3.5の対
象とすることで技術継承を図るという工夫も想定
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○ 下水道の管路の多くは地中埋設物であって外部から可視化されていない点で、その状況や健全度等
のリスクを判断することが一般的に困難であるという特徴があり、特有のリスクの取り扱いを考慮し
たリスク分担の検討が必要となる。

7.3.2 管路のリスク分担の特殊性

【管路特有のリスク】

○ 管路の多くは、公道の地下に広範囲に埋設されているため、施設の状況を適切に把握することが困難

○ また、管路の状況が、受託者の作業上の責によらない外的要因（交通荷重や他工事等）により変化してしまうことから、
一定の確度のある性能基準を評価・監視する指標設定が困難

○ この点、不法投棄による溢水、他の民間事業者等の工事による破損事故など原因究明できるものもあるが、重車両の
通行に起因する道路陥没や調査の見落とし等原因が明らかでない場合も存在

○ 加えて、下水処理場のように法律で定められた水質等の基準値がないことも想定

【管路特有のリスクの取扱い】

○ 上記の管路特有のリスクの取扱いについては、レベル4に関するガイドラインの検討会においても議論

○ また、「下水道管路管理における効果的な業務指標を設定するための考え方（案）」（国土技術政策総合研究所、
R7.4）における地方公共団体と民間事業者等を対象にしたヒアリング調査においても「点検調査により施設状況を
把握することでリスク分担が可能になると考えられる。」、「老朽化した施設の維持管理等を受託者（民間企業）に委ね
ることは、受託者に相当のリスクを負わせていることになる。」との意見が出されており、「あらかじめ発注者側で施
設状況を把握し、民間側にどのような状況の施設の維持管理を委ねるかを示すことが望ましい」とされており、これ
らを踏まえて検討することが必要
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図表 7-25 大規模な管路を含むレベル3.5のリスク分担（イメージ）

○ 管路を含むレベル3.5を導入する場合、長期にわたる事業期間の時間軸も考慮のうえ、管路特有のリ
スクやリスクが顕在化する場合の社会的影響の大小等を踏まえ官民のリスク分担を契約・要求水準等
で明確化することが重要となる。

○ 管路のリスク分担の特殊性は、大規模な管路であ
るほどリスクが顕在化する場合の社会的影響が大
きくなるため、さらに際立つ特徴

○ また、レベル3.5は、長期間にわたり、維持管理と
更新（改築）を一体的に、性能発注で民間委託する
ものであり、民間事業者等（受託者）が対応可能な
リスクを適切に負担するためには、事業期間の時
間軸を考慮の上、必要十分な情報開示に基づく官
民対話の繰り返しを踏まえ、官民のリスク分担に
ついて契約・要求水準等で明確化することが極め
て重要

○ 大規模な管路を含むレベル3.5を活用する場合の
リスク分担について、管路特有のリスクやリスクが
顕在化する場合の社会的影響の大小等を、長期に
わたる事業期間の時間軸も考慮の上、図示すると
次のイメージ（図表 7-25）
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リスク発現時の社会的影響度

※契約に基づく受託者の損害発生や拡大を防止する責務については別途考慮される

点検・調査の結果 10年レベル3.5
開始

開始時に把握困難なリ
スク（点検・調査によっ
て判明するリスク）

管理者がリスクを負
担することが基本※

受託者がリスクを負
担することが基本

個別事情により判断

必要十分な情報開示に基づく
官民対話の繰り返しの上、受託

者がリスクを負担することも考え
られる。

点検の高頻度化・高度
化によって、より社会
的影響の高いリスクも
受託者が負担すること

も可能

修繕・改築が必要な場合で
管理者が費用負担しない場
合は管理者がリスクを負う

日常的な維持管理に
よって対応可能なリス
ク

受託者が負えないほ
どのリスク
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図表 7-26 管路の特殊性を考慮したリスク分担の考え方（一例）

【契約当初におけるリスク分担】
管路の安全へのハザードが低い場合や社会的影響が小さい箇所等の場合
⇒受託者がリスク管理な可能場合は、必要十分な情報開示に基づく官民対話の繰り返しの上、受託者がリスクを分担することも考えられる。但しその場合でも、管理者が事前に実施
した点検・調査等の不備に起因して発生する費用は管理者が負う必要がある

【事業期間中におけるリスク分担の変更】
事前に実施した管路施設の点検・調査の結果等では状態や健全度が明らかになってない場合
⇒事業開始後に受託者が点検・調査を完了するまでの間は、管理者がリスクを負担することが考えられる。なお、事業開始後に受託者が管理者からリスクを譲渡されないよう、受託
者が実施する点検・調査を遅らせる等のモラルハザードに注意が必要。また、管理者の点検・調査やその結果に応じた事業開始後からの受託者の修繕・改築などの措置が終了した箇
所から、受託者がリスクを負うことも考えられる

【事業期間における実施方法等の変更】
受託者の点検・調査の結果等によって、想定外の対応が必要となった場合
⇒ 受託者が修繕・改築を実施するために必要な費用を管理者が負担することが望ましい。なお、管理者がこの受託者の修繕・改築費用の負担をしない場合、受託者が積極的な点検・
調査を実施しないことが考えられるため、効果的な管路マネジメントが行われない可能性がある

当初想定していた点検箇所について、時間計画保全・事後保全に変更する場合
⇒点検・調査や修繕・ 改築等の事業量の増減が考えられるため、必要十分な情報開示に基づく官民対話の繰り返しの上、契約変更等により必要な措置を講じられるようにすること
が望ましい

点検について、高頻度化や高度化が必要となり当初よりも点検の頻度や単価が増加する場合
⇒リスクは管理者が負担し、管理者は契約変更等により適切に対応する必要がある

修繕・改築に係る制度が変更される場合
⇒制度改正に伴うリスク変化については管理者が負う

新たな管路マネジメントの考え方により、点検・調査と修繕・改築のバランスを最適化する場合どのように対応すべきか
⇒契約変更等により適切に対応を行う。なお、受託者から費用縮減を図る提案があった場合はプロフィットシェアの対象とする

費用の増額が見込まれるが予算が確保できない等の管理者の事由により契約変更等が困難な場合
⇒受託者が適切な点検・調査、修繕・改築等の実施が困難となるため、その分のリスクは管理者が負担する

【その他留意事項】
要求水準に定められた点検・調査の結果等に関する受託者の不備に起因して¹発生するリスクは受託者が負う。また、管理者がリスクを負う場合でも、受託者は損害の拡大を防止す
る責務を負う(契約２や善管注意義務等により、責務を負う)

※１ 受託者の不備の有無及び不備に起因するリスクかについては、管理者が証明する必要があるため、受託者の点検・調査の結果等については、受託者に適切に記録・保管させるこ
とが重要となる。

※２ 例えば損害が発生した場合の、管理者への通知や、損害拡大防止のための初動対応を義務付けることが考えられる 29
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図表 7-27 修繕費用の取扱い

○ 城陽市水道事業及び下水道事業における包括的民間委託事業（レベル3.5）では、修繕費用について、一定金額（税抜
130万円。以下金額表記は全て税抜）以上は市が負担し、それ以下は包括委託料の範疇で受託者が対応するスキーム
（図表 7-27）

○ なお、一定金額を境目として負担者を分ける運用にすると、その境目にある修繕の取り扱いで市と受託者でトラブル
になりうる点、業者の判断およびその見積額に市側が依存する運用になりうる点等から、修繕費自体は全件（全額）精
算

○ また、130万円未満の修繕は、受託者対応になるが、少額修繕とそれ以外に分離することで、受託者の効率性が確保
されることから、10万円未満の少額修繕は市の承認を省き、受託者の自由裁量による対応

出典）京都府城陽市「城陽市水道事業及び下水道事業にお ける包括的民間委託事業募集要項」
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○ 次に瑕疵担保について、修繕費用自体に関しては、全件
精算としていることからも、受託者側のリスクは回避さ
れているが、その修繕に係るマンパワーをリスクと捉え
る受託者に対して特徴のある契約を実施

○ 公募型プロポーザルにおいては、応募者側からすれば、
応募時点で、どれだけの要修繕箇所があり、その修繕に
要するマンパワーはどれだけかかるかが不明な状態で
あり、そのリスクを極力回避しようとする傾向

○ 同市では、その点を考慮し、一定金額以上は修繕を終え
た状態で受託者に施設を引き継ぐことを規定

○ 当初その一定金額は130万円としていたが、前述のリ
スクを受託前に正確に受託者が見積もることができな
い以上、できるだけそのリスク要素を排除したいという
声を受け、10万円に設定


